
様式１

(令和5年7月1日時点)
１．概要

基 本 理 念

定款または寄附
行為記載事業

基 本 財 産
（出捐金及び内訳）

所　在　地

指定管理の
状　　　況

出捐金額

　中小企業は多くの勤労者に就職の場を提供し、我が国経済において重要な地位を占めているが、
中小企業と大企業とでは雇用・労働条件等の面において様々な格差が存在し、とりわけ労働福祉面
における格差は顕著であった。本格的な高齢社会の到来や福祉に対するニーズの高まりの中にあっ
て、中小企業においては資金力や就業者規模等の関係から、企業独自による福利厚生面での充実に
はおのずと限界がありその格差是正のために「中小企業勤労者総合福祉推進事業」が昭和63年5月に
創設された。上記を基に当センターは平成8年4月1日に設立され、平成12年4月1日に財団法人化、そ
の後公益法人改革に伴い平成25年4月1日に一般財団法人へと移行した。

　中小企業勤労者のための福祉事業を行うことにより、中小企業勤労者の福祉の向上を図るととも
に、中小企業の振興及び地域社会の活性化に寄与することを目的とする。

施　設　名 指 定 期 間

（1）中小企業勤労者の健康の維持増進に係る事業
（2）中小企業勤労者の生活安定に係る事業
（3）中小企業勤労者の自己啓発及び余暇活動に係る事業
（4）その他前条の目的を達成するために必要な事業

（1）健康の維持増進事業
（2）慶弔共済給付事業
（3）自己啓発事業
（4）余暇活動事業
（5）サービス情報提供事業
（6）加入促進事業

実 施 事 業

鳥取市本町３丁目２０１番地 鳥取産業会館・鳥取商工会議所ビル1F

0857-37-1937

経済観光部 企業立地・支援課

団体概要

設立年月日

代　表　者

名　　　称

平成8年4月1日（平成12年3月31日法人化、平成25年
4月1日一般財団法人へ移行）

電　　　 話

理事長　水野　治郎 担 当 部 課

設 立 経 過

一般財団法人　鳥取市中小企業勤労者福祉サービスセンター

10,000,000円

（内訳）鳥取市　800万円(80％)、鳥取商工会議所　100万円(10％)、一財）鳥取県労働者福祉協議
会　100万円(10％)



様式１

（千円）

補助金 0 0 0 0 0

（千円）

令和5年度予算

総収入額 総支出額 差引収支額

100,963 100,963 0

２．財務の状況

新会計基準への移行年度 平成23年度

合計 102,555 106,478 104,607 105,345 105,112

24,584 23,169 23,920 23,985

小計 91,855 96,313 94,977 96,250 96,017

71,729 71,808 72,330 72,032

指定管理料

委託料

その他

受益者
負担等

受益者負担 69,384

その他 22,471

小計 0 0 0 0 0

00 0 0 0

00 0 0

0 0 0

10,700 10,165 9,630 9,095 9,095

国・県
等から
の支出
金

0 0

10,700 10,165 9,630 9,095 9,095

6,300 6,300 6,300 6,300 6,300

市から
の支出
金

0 0 0 0

0 0 0 0

指
定
管
理
料

0

0 0 0

0 0 0 0 0

小計

総　　　　額

（うち運営費補助）

委
託
料

補
助
金
等

その他 0 0 0 0

（千円）

総　　　　額

（うち指名指定）

総　　　　額

（うち随契）

0

0

0 0

2,614 2,294 5,221 -1,330 2,268

99,941 104,184 99,386 106,675 102,844

2,614 2,294 5,221 -1,330

689

経　常　損　益
・当期経常増減

当　期　純　利　益
・当期一般正味財産増減

2,268

55,446 48,895 51,163

102,555 106,478 104,607 105,345 105,112

令和3年度
決算

令和4年度
決算

48,952 50,897 55,851資　         産

決算の
状況

47,931 50,226

貸
借
対
照
表

（

Ｂ
Ｓ
）

損
益
計
算
書
（

Ｐ
Ｌ
）

・
正
味
財
産
増
減
計
算
書

負　         債

純資産・正味財産

経　常　収　益

経　常　費　用

平成30年度
決算

令和元年度
決算

令和2年度
決算

49,683 51,852

1,021 671 405 788

借入金
等

借入金

（うち市からの借入金）

市の損失補償債務残高、
市の債務保証残高
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パート・アルバイト等 0

0
うち市派遣 0 0 0

職員計
4 2 2

うち市ＯＢ 0 0

0
うち市派遣 0 0 0

0

嘱託
2 0 0

うち市ＯＢ 0

職員

正規
2 2

うち市派遣 0 0

0

2

うち市派遣 1 1 1

うち市ＯＢ 0 0 0

役員・評議員計
12

1 1 1

（人）

7
うち市ＯＢ 0 0 0

うち市派遣

12 11
うち市ＯＢ 1 1 1

0 0 0

常勤
0 0 0

うち市ＯＢ

非常勤

役員

うち市派遣

5 5 4
うち市派遣 1 1 1

役員計
7 7

評議員

５．役員・職員の状況 令和3年度 令和4年度

0 0
うち市派遣 1 1 1

0

6 6 6

うち市ＯＢ 0 0

うち市ＯＢ 0

1 1 1

令和5年度

事業名 区分 決算額
うち市の支出額

市支出率 市担当部署 公益目的

合計 102,844 9,095 9%

管理費 自主 9,903 6,300 64% 企業立地・支援課

慶弔共済給付事業 自主 41,686 0 0%
加入促進事業 自主
サービス情報提供事業 自主

51,255 2,795 5% 企業立地・支援課 ○余暇活動事業 自主
自己啓発事業 自主
健康の維持増進事業 補助

9.2% 9.6%

0.0% 0.0%
10.4% 9.5% 9.2% 8.6% 8.7%

1739.8% 2304.9%
97.9% 98.7% 99.3% 98.4% 98.7%

令和3年度
決算

令和4年度
決算

0.0%

４．主要事業実績（令和4年度）

自立性

市指定管理事業依存率 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

16.3% 15.4% 13.0% 13.0%
11.3% 8.0%

３．評価指標
平成30年度
決算

令和元年度
決算

令和2年度
決算

健全性

効率性

1271.3% 2224.5% 4914.0%

0.0% 0.0% 0.0%

16.6%

流動比率

正味財産比率

市受託事業依存率

市補助金等依存率

人件費比率

管理費比率 8.9%


